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  証 券 コ ー ド  6517 

  平 成 23 年 ６ 月 ７ 日 

株 主 各 位   

 東京都中央区日本橋堀留町２丁目８番５号 

 
 

 代表取締役社長 古 賀  繁 

第63回定時株主総会招集ご通知 
拝啓 平素は格別のご高配を賜りありがたく厚くお礼申しあげます。 

本年３月の東日本大震災により、被災されました株主の皆様には、
謹んでお見舞い申しあげますとともに、一日も早い復旧を心からお
祈り申しあげます。 

さて、当社第63回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますの
で、ご出席くださいますようご通知申しあげます。 
なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ

ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権
行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成23年６月28日（火曜日）
午後５時までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。 

敬 具 
記 

１．日 時   平成23年６月29日（水曜日）午前10時 
２．場 所   東京都中野区中野４丁目１番１号 

サンプラザ 11階会議室 
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。） 

３．目的事項 
報告事項 １．第63期（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）事業

報告、連結計算書類ならびに会計監査人および監査役会の連
結計算書類監査結果報告の件 

２．第63期（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）計算
書類報告の件 

決議事項 
第１号議案 取締役７名選任の件 
第２号議案 監査役３名選任の件 

以 上                                      

当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますようお願い申しあげます。 
なお、株主総会参考書類ならびに事業報告、連結計算書類および計算書類に修

正が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス 
http://www.denyo.co.jp）に掲載させていただきます。 
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（提供書面） 
 

 事 業 報 告  
（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで） 

 
１．企業集団の現況に関する事項 

(1) 事業の経過およびその成果 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、生産活動や設備投資を中心にして

緩やかな回復傾向にあったものの、個人消費や雇用環境などは、引き続き厳

しさが残る状況で推移いたしました。年度後半は持ち直しの傾向も見られま

したが、３月11日に発生した東日本大震災の影響により先行き不透明な状況

となりました。一方、世界経済は、中国を中心としたアジア地域では好調を

維持し、北米地域でも緩やかな景気回復が続きました。 

 当社グループを取り巻く事業環境は、国内においては民間設備投資が緩や

かに改善し、海外においてもアジア市場ならびに北中米市場などで需要が堅

調に推移いたしました。このような状況の中、当社グループといたしまして

は、環境対応製品の拡販に注力してまいりました結果、東日本大震災に伴う

発電機の緊急出荷も加わり、売上高は332億87百万円（前期比37.2％増）と

なりました。利益面におきましては、生産量が増えたことによる量産効果も

あり、営業利益は14億18百万円（前期は84百万円の営業損失）、経常利益は

16億67百万円（前期比729.6％増）、当期純利益は９億62百万円（前期は44

百万円の当期純損失）と大きく改善することができました。 

 部門別売上高は次のとおりです。 

 発電機関連では、国内向けが主力のレンタル業界向け出荷や非常用発電機

の出荷が堅調に推移したことに加え、海外向けも北中米や東南アジアを中心

に需要が回復したことから、売上高は238億11百万円（前期比45.0％増）と

なりました。 

 溶接機関連では、国内向けが省エネに貢献する小型機の出荷が増加したこ

とに加え、海外向けも欧米向けが若干回復したことから、売上高は29億35百

万円（同16.1％増）となりました。 

 コンプレッサー関連では、公共工事は減少したものの主力のレンタル業界

向けや海外向け出荷が増えたこともあり、売上高は９億29百万円（同25.0％

増）となりました。 

 その他では、製品に付随している部品売上等が増加し、売上高は56億11百

万円（同23.2％増）となりました。 
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セグメント別概況は次のとおりです。 

① 日 本 

日本では、国内の主力市場であるレンタル業界向けに発電機、コンプ

レッサーの出荷が増加したことに加え、北中米やアジア向け発電機の

出荷も堅調に推移したことや東日本大震災に伴う発電機の緊急出荷も

加わり、売上高は248億84百万円と前期に比べ64億１百万円（前期比

34.6％増）の増収となりました。営業利益は７億32百万円となり、売

上増加や経費節減に積極的に取り組んだことにより、前期に比べ12億

27百万円の改善となりました。 

② ア メ リ カ 

アメリカは、景気が回復傾向で推移したことから、発電機の出荷が増

加し、売上高は51億63百万円と前期に比べ22億19百万円（前期比

75.4％増）の増収となりました。営業利益は３億24百万円となり、前

期に比べ２億72百万円の改善となりました。 

③ ア ジ ア 

アジアは、全体的に設備投資が堅調に推移し、インドネシアやオース

トラリア向けなどの出荷が増加し、売上高は26億96百万円と前期に比

べ２億50百万円（前期比10.2％増）の増収となりました。営業利益は

３億19百万円となり、前期に比べ１億18百万円の改善となりました。 

④ 欧 州 

欧州は、ユーロ安の影響がありましたものの発電機の出荷が増加し、

売上高は５億43百万円と前期に比べ１億61百万円（前期比42.5％増）

となりました。営業損失は36百万円となり、前期に比べ６百万円の改

善となりました。 
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(2) 設備投資等の状況 

 当連結会計年度中において実施いたしました設備投資の総額（無形固定資

産を含む。）は14億18百万円であります。 

 その主なものは、当社の名古屋営業所の土地建物の取得１億18百万円、ま

た、子会社であるデンヨー ベトナム CO.,LTD.の工場建設（土地借地権を

含む。）５億26百万円および機械装置等の取得５億93百万円であります。 

 

(3) 資金調達の状況 

 当連結会計年度において増資または社債の発行による資金調達は行ってお

りません。 

 なお、当社は資金調達の機動性および安定性を高められることから、取引

銀行３行との間で融資極度枠30億円のコミットメントライン契約を締結いた

しておりますが、当連結会計年度末におきましては、当該コミットメントラ

インの借入実行残高はありません。 

 



 

－  － 
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(4) 直前３事業年度の財産および損益の状況 

① 企業集団の財産および損益の状況の推移 

 区   分 
第60期 

平成19年度
 

第61期 
平成20年度

 

第62期 
平成21年度

 

第63期 
平成22年度 

(当連結会計年度) 

 売 上 高(百万円） 42,859 37,681 24,254 33,287 

 経 常 利 益(百万円） 3,226 1,913 201 1,667 

 
当期純利益または
当期純損失（△）(百万円） 1,834 863 △   44 962 

 
１株当たり当期純利益または 
１株当たり当期純損失（△） (円） 73.35 35.37 △  1.88 41.35 

 総 資 産(百万円） 50,497 43,907 40,367 45,160 

 純 資 産(百万円） 35,205 33,196 33,087 33,317 

 １株当たり純資産額(円） 1,390.14 1,358.44 1,386.46 1,412.47 

 

② 当社の財産および損益の状況の推移 

 区   分 
第60期 

平成19年度
 

第61期 
平成20年度

 

第62期 
平成21年度

 

第63期 
平成22年度 

(当事業年度) 

 売 上 高(百万円） 29,090 25,375 16,007 24,323 

 
経常利益または
経常損失（△）

(百万円） 1,720 892 △   307 699 

 当 期 純 利 益(百万円） 1,159 526 2,223 493 

 １株当たり当期純利益(円） 46.27 21.51 93.83 21.16 

 総 資 産(百万円） 40,130 34,055 34,160 37,508 

 純 資 産(百万円） 27,780 26,350 28,346 28,538 

 １株当たり純資産額(円） 1,120.42 1,098.25 1,211.75 1,235.20 
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(5) 重要な子会社の状況 

① 重要な子会社の状況 

 会 社 名 資 本 金
当 社 の
出 資 比 率

主要な事業内容 

  百万円 ％  

 デンヨー興産株式会社 50 100 
産業用電気機械器具等の補
修用部品の販売および商品
の販売 

  百万円 ％  

 西日本発電機株式会社 50 100 
産業用電気機械器具等の製
造・販売 

  百万米ドル ％  

 
デ ン ヨ ー  ア メ リ カ
コ ー ポ レ ー シ ョ ン 5 100 

産業用電気機械器具等の部
品の販売 

  百万米ドル （注)１   ％  

 
デンヨー マニュファクチュ
アリング コーポレーション 6 (80) 

アメリカにおける産業用電
気機械器具等の製造・販売 

  百万円 ％  

 デンヨー アジア PTE. LTD. 600 100 
アジアにおける統括管理業
務 

 （注)２ 百万シンガポールドル （注)３   ％  

 
デンヨー ユナイテッド
マシナリー PTE. LTD. 3 (76) 

シンガポールおよび周辺各
国における産業用電気機械
器具等の販売およびリー
ス・レンタル 

  百万ユーロ ％  

 デンヨー ヨーロッパ B.V. 4 100 
ヨーロッパにおける産業用
電気機械器具等の販売 

 （注)４ 百万米ドル ％  

 デンヨー ベトナム CO.,LTD. 10 100 
産業用電気機械器具等の部
品の製造・販売 

（注）１．デンヨー アメリカ コーポレーションによる出資の比率であります。 

２．デンヨー ユナイテッド マシナリー PTE. LTD.の旧商号は、ユナイテッド 

マシナリー サービス PTE. LTD.であり、平成23年１月３日に商号を変更

いたしました。 

３．デンヨー アジア PTE. LTD.による出資の比率であります。 

４．デンヨー ベトナム CO.,LTD.については、重要性が増したため当連結会計

年度末より連結の範囲に含めております。 

 

② 企業結合の成果 

 当連結会計年度の売上高は、332億87百万円（前期比37.2％増）、営

業利益は14億18百万円（前期は84百万円の営業損失）、経常利益は16億

67百万円（前期比729.6％増）、当期純利益は９億62百万円（前期は44

百万円の当期純損失）となりました。 



 

－  － 
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(6) 対処すべき課題 

 今後も経営環境はますます厳しさを増していくことが予想されますが、当

社グループは、景気や市場の跛行性に左右されにくい企業体質を目指して、

グループ各社の生産性向上等により収益基盤の強化に努めております。 

 建設関連分野では、公共投資の減少などにより設備投資も抑制傾向にあり

ます。こうした状況のもと、市場の縮小や価格低下に対応し、さらなる受注

拡大、収益力強化を図るため、当社は提案型営業の強化に取り組んでおり、

それぞれのお客様に最適なサービス販売体制を整え、営業範囲を拡大してま

いります。また、新たな事業機会を逃がさぬよう、新製品、新規事業の開発

にも積極的に経営資源を投入します。さらに、海外の販路拡充に向けて、海

外営業拠点の充実も図ってまいります。 

 なお、東日本大震災により部材の調達に影響を受けておりますが、災害の

復旧および復興に不可欠な製品を供給するメーカーとして、製品の安定供給

に最大限努力し、社会的責任を果たしてまいります。 

 

(7) 主要な事業内容（平成23年３月31日現在） 

 当社グループは、当社、子会社９社および関連会社２社により構成されて

おり、産業用電気機械器具等（エンジン発電機、エンジン溶接機、エンジン

コンプレッサー等）の製造ならびに販売と、これらに付随する補修用部品の

販売およびアフターサービス等の事業活動を展開しております。 
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(8) 企業集団の主要拠点等（平成23年３月31日現在） 

 当 社 本 社 東京都中央区日本橋堀留町２丁目８番５号 

 
国内営業拠点

 
当社 東京営業所（東京都中央区）、 
大阪営業所（兵庫県尼崎市）、その他全国24都市 

  
デンヨー興産株式会社（東京都中央区）、 
西日本発電機株式会社（佐賀県唐津市） 

 
海外営業拠点

 
 

デンヨー アメリカ コーポレーション（アメリカ）、 
デンヨー ユナイテッド マシナリー PTE. LTD.（シンガポール）、 
デンヨー ヨーロッパ B.V.（オランダ） 

 
国内生産拠点

 
当社福井工場（福井県三方上中郡）、 
西日本発電機株式会社（佐賀県唐津市） 

 海外生産拠点 デンヨー マニュファクチュアリング コーポレーション(アメリカ) 

 研究開発拠点 当社開発部（埼玉県川越市） 

（注）海外生産拠点として、当連結会計年度にベトナムのハノイ近郊にデンヨー ベ

トナム CO.,LTD.を設立し連結の範囲に含めております。なお、現在工場を建

設中であり平成23年度中の操業を予定しております。 

 

(9) 使用人の状況（平成23年３月31日現在） 

① 企業集団の使用人の状況 

 使 用 人 数 前 期 末 比 増 減 

 691名 40名増 

（注）使用人数は当社および連結子会社の就業人員（当社グループからグループ外へ

の出向者を除いております。）で記載しております。 

 

② 当社の使用人の状況 

 使 用 人 数 前 期 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数 

 436名 5名減 41.1歳 16.3年 

（注）使用人数は就業人員（当社から社外への出向者を除いております。）で記載し

ております。 

 

(10) 主要な借入先の状況（平成23年３月31日現在） 

 該当事項はありません。 

 



 

－  － 
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２．会社の現況に関する事項 

(1) 株式の状況（平成23年３月31日現在） 

① 発行可能株式総数 97,811,000株 

② 発行済株式の総数 25,359,660株（自己株式1,455,687株を含む） 

③ 株 主 数 6,539名 

④ 大 株 主 

 株 主 名 持 株 数 持 株 比 率 

  千株 ％ 

 株 式 会 社 久 栄 1,750 7.32 

 株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 1,166 4.88 

 イトウチユウ インターナシヨナル インク 937 3.92 

 第 一 生 命 保 険 株 式 会 社 872 3.64 

 資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口） 799 3.34 

 デ ン ヨ ー 親 栄 会 617 2.58 

 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 613 2.56 

 株 式 会 社 鶴 見 製 作 所 543 2.27 

 株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 540 2.26 

 コ マ ツ デ ィ ー ゼ ル 株 式 会 社 522 2.18 

（注）１．株式会社みずほ銀行の持株数には、株式会社みずほ銀行が退職給付信託の

財産として拠出している当社株式1,166千株（持株比率4.88％）を含んで

おり、その議決権行使の指図者は株式会社みずほ銀行が留保しております。 

（株主名簿上の名義は「みずほ信託銀行株式会社 退職給付信託みずほ銀

行口 再信託受託者 資産管理サービス信託銀行株式会社」でありま

す。） 

２．当社は、自己株式を1,455千株保有しておりますが、上記の大株主より除

外しております。 

３．持株比率は、自己株式（1,455千株）を控除して計算しております。 

４．当社は、平成22年８月10日開催の取締役会において、従業員の新しい福利

厚生サービスとして自社の株式を給付する、「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯ

Ｐ）」の導入を決議し、平成22年９月１日付にて、資産管理サービス信託

銀行株式会社（信託Ｅ口）が当社株式を800,000株取得しております。 

なお、平成23年３月31日現在において信託Ｅ口が所有する自己株式数は

799,900株であります。 

 



 

－  － 
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(2) 新株予約権等の状況 

① 当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権

の状況（平成23年３月31日現在） 

 該当事項はありません。 

 

② 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予

約権の状況 

 該当事項はありません。 

 

(3) 会社役員に関する事項 

① 取締役および監査役の状況（平成23年３月31日現在） 

 会社における地位 氏 名 担当および重要な兼職の状況 

 
代表取締役会長
兼ＣＥＯ 久保山 英 明  

 代表取締役社長 古 賀  繁  

 取 締 役 長谷川 謙 治
執行役員 
開発部門長兼開発企画室長 

 取 締 役 吉 田 英 夫
執行役員 
管理部門長 

 取 締 役 原 田  誠
執行役員 
国内営業部門副部門長兼営業企画部管掌 

 取 締 役 増 井  亨
常務執行役員 
生産部門長兼グループ事業戦略室長 

 取 締 役 辻  好 雄
執行役員 
監査室長兼内部統制担当 

 常 勤 監 査 役 日 野 喜 雄  

 常 勤 監 査 役 水 野 康 正  

 監 査 役 麻 﨑 秀 人 第一生命保険株式会社 代表取締役副社長執行役員 

 監 査 役 地 田 良 彦 弁護士 地田法律事務所 

（注）１．監査役麻﨑秀人、地田良彦の両氏は、会社法第２条第16号および第335条

第３項に定める社外監査役であります。 

２．水野康正氏は、平成22年６月29日開催の第62回定時株主総会終結の時を

もって、任期満了により取締役を退任し、新たに監査役に選任され就任い

たしました。 

３．辻 好雄氏は、平成22年６月29日開催の第62回定時株主総会終結の時を

もって、辞任により監査役を退任し、新たに取締役に選任され就任いたし

ました。 



 

－  － 
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② 取締役および監査役の報酬等の総額 

 区 分 支 給 人 員 支 給 額 摘 要 

 取 締 役 ８名 101百万円  

 監 査 役 ５名 42百万円 うち社外２名  ７百万円 

 合 計 13名 144百万円  

（注）１．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与55百万円は含まれ

ておりません。 

２．支給人員には、平成22年６月29日開催の第62回定時株主総会の終結の時を

もって退任した取締役１名および監査役１名が含まれております。 

３．取締役の報酬限度額は、平成18年６月29日開催の第58回定時株主総会決議

において、年額240百万円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と

決議しております。 

４．監査役の報酬限度額は、平成18年６月29日開催の第58回定時株主総会決議

において、年額60百万円以内と決議しております。 

５．平成23年４月１日付で取締役の役職および担当を次のとおり変更しており

ます。 

 氏 名 新 役 職 お よ び 担 当 旧役職および担当 

 増 井  亨 
取締役常務執行役員グループ
事業戦略室長兼生産部門兼開
発部門管掌 

取締役常務執行役員生産部門
長兼グループ事業戦略室長 

 原 田  誠 
取締役常務執行役員国内営業
部門兼国際営業部門兼営業企
画部管掌 

取締役執行役員国内営業部門
副部門長兼営業企画部管掌 

 吉 田 英 夫 取締役執行役員社長補佐 取締役執行役員管理部門長 

 



 

－  － 
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③ 社外役員に関する事項 

イ．他の法人等との兼職状況（他の法人等の業務執行者である場合）お

よび当社と当該他の法人等との関係 

・監査役麻﨑秀人氏は、第一生命保険株式会社の代表取締役副社長執

行役員を兼務しております。なお、当社は同社との間には保険業務

の取引関係があります。 

ロ．他の法人等の社外役員の兼職状況および当社と当該他の法人等との

関係 

 該当事項はありません。 

ハ．当事業年度における主な活動状況 

・平成22年度の取締役会には、監査役麻﨑秀人氏は14回中12回、地田

良彦氏は14回すべてに出席し、疑問点等につき適宜質問し意見を述

べております。また、取締役会の意思決定の適正性を確保するため

の質問、助言を適宜行っております。 

・平成22年度の監査役会には、監査役麻﨑秀人氏は15回中13回、地田

良彦氏は15回すべてに出席し、監査についての意見交換、協議等を

行っております。 

ニ．責任限定契約の内容の概要 

・当社と各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同

法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しておりま

す。 

・当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める最低責任

限度額としております。 

 



 

－  － 
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(4) 会計監査人に関する事項 

① 会計監査人の名称 有限責任監査法人トーマツ 

 

② 報酬等の額 

 当事業年度に係る報酬等の額 29百万円 

 
当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産
上の利益の合計額 31百万円 

（注）当社は会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品

取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区

分できないため、当事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載して

おります。 

 

③ 非監査業務の内容 

 当社は国際会計基準に関するアドバイザリー業務に対し、対価を支

払っております。 

 

④ 会計監査人の解任または不再任の決定の方針 

 取締役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要

があると判断した場合は、監査役会の同意を得たうえで、または、監査

役会の請求に基づいて、会計監査人の解任または不再任を株主総会の会

議の目的とすることといたします。 

 監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に

該当すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき監査役会が、

会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、

解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した

旨と解任の理由を報告いたします。 

 



 

－  － 
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３．業務の適正を確保するための体制に関する事項 

 取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

その他株式会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

は以下のとおりであります。 

① 取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保

するための体制 

・倫理綱領に則り、取締役および使用人は、法令、定款、経営理念その他の

社会的規範等を遵守し公正な企業活動を行うこととする。 

また、本綱領の内容の徹底を図るためコンプライアンス担当取締役を任命

し、経営企画部および人事部が中心となり教育等を実施して周知徹底を図

るものとする。 

・コンプライアンスの充実のため社内外の研修を積極的に活用し、意識の維

持・向上を図ることとする。 

・コンプライアンス相談窓口を経営企画部に設置するとともに、社外の顧問

法律事務所に相談窓口を設置しコンプライアンスに関する事項のほか、幅

広く相談を受付け、迅速な対応を取れる体制を整えることとする。 

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制 

・文書管理規程に従い、取締役の職務執行に係る情報を文書または電磁的媒

体（以下、文書等という）に記録し、保存・管理する。 

・取締役および監査役は、文書管理規程により、常時これらの文書等を閲覧

できるものとし、その体制を整備することとする。 

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

・リスク管理規程に則り、取締役、使用人らが協力して不正行為や法令違反

行為を未然に防ぎ危機を回避すること、および万一危機が発生した場合、

被害を最小限にくいとめる体制を取るものとする。 

・リスク管理の業務を遂行するリスク管理オフィサーを設置し、リスク管理

委員会に業務の遂行状況を報告するものとする。 

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

・職務権限規程で、代表取締役、役付取締役、取締役、使用人等の責任と権

限を明らかにして業務の円滑かつ効率的運営を確保し、取締役会は、会社

経営の基本方針、法令で定められた事項、および取締役会規程に定められ

た決議事項を決定するものとする。 

また、取締役、監査役および執行役員によって構成される経営会議で、業

務執行に関する個別経営課題を実務的に協議するものとする。 



 

－  － 
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⑤ 財務報告の適正性を確保するための体制 

・当社およびグループ各社の取締役は、適正な財務報告書を作成することが

社会的信用の維持・向上のために極めて重要であることを認識するととも

に、財務報告の適正性を確保するため全役職員に対し、定期的な諸会議を

利用して周知徹底を図る。 

また、当社およびグループ会社は、財務報告書の作成過程において虚偽記

載ならびに誤謬等が生じないよう会計システムの見直しを進め実効性のあ

る内部統制を構築する。 

⑥ 会社ならびに子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するため

の体制 

・連結グループ会社も内部統制システムを構築し、リスク管理体制、コンプ

ライアンス体制がグループ全体に適用され業務の適正を確保するものとす

る。 

・グループ会社の管理については、関係会社管理規程を定め管理する体制と

する。 

また、コンプライアンスに関する相談、通報については、当社窓口を直接

利用できる体制とする。 

⑦ 監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項 

・監査役は、監査室の使用人と緊密に連携し、必要に応じて補助者として監

査業務の補助を行うよう命令できるものとする。 

⑧ 前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項 

・前号の補助者の人事異動・人事評価・懲戒処分は、取締役と監査役が意見

交換を行い、監査役会の同意を得るものとする。 

⑨ 取締役および使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への

報告に関する体制 

・取締役は、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実があることを発見

したときは、直ちに、当該事実を監査役会に報告する。 

・監査役の職務遂行のため、取締役および使用人は、会社経営および事業運

営上の重要事項、（コンプライアンスおよびリスクに関する事項、その他

内部統制に関する事項を含む）ならびに業務執行の状況、および結果につ

いて監査役に報告する。 

⑩ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

・監査役は、代表取締役、会計監査人と定期的に会合をもち、お互いに意思

の疎通を図り、積極的に意見および情報の交換を行う。 

また、連結グループ会社の監査役とグループ監査役会を定期的に開催し、

各社の活動や監査結果の報告を通じて意見および情報の交換など、連結グ

ループ会社との連携体制の確立を図るものとする。 



 

－  － 
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４．会社の支配に関する基本方針 

(1) 基本方針の内容 

 当社は、当社の株主は市場での自由な取引を通じて決まるものと考えます。

従って、当社の財務及び事業の方針の決定を支配することが可能な数の株式

を取得する買付提案に応じるか否かの判断は、最終的には株主の皆様のご意

思に委ねられるべきものと考えます。また、当社は、大量取得行為であって

も、当社の企業価値・株主共同の利益に資するものであれば、これを否定す

るものではありません。 

 しかし、株式の大量取得行為の中には、①買収の目的や買収後の経営方針

等に鑑み、企業価値・株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすおそれ

のあるもの、②株主に株式の売却を事実上強要するおそれのあるもの、③対

象会社の取締役会や株主が買付の条件等について検討し、あるいは対象会社

の取締役会が代替案を提案するための十分な時間や情報を提供しないもの等、

対象会社の企業価値・株主共同の利益を確保し、向上させることにならない

ものも存在します。 

 当社は、このような不適切な株式の大量取得行為を行う者は、当社の財務

及び事業の方針の決定を支配する者として適当ではなく、このような者によ

る大量取得行為に対しては必要かつ相当な手段を採ることにより、当社の企

業価値・株主共同の利益を確保する必要があると考えます。 

 

(2) 基本方針の実現に資する特別な取組み 

 当社グループは、「野外パワーソースを通じて、常に革新に向けてチャレ

ンジし続ける国際企業集団として、世界のNO１を目指します。」との当社グ

ループ基本方針（ビジョン）を掲げ、国内外において、既存事業の拡充・効

率化及び新たな市場の開拓を目指した事業展開を行っております。 

 当社グループは、その主要な事業領域を、建設関連事業、産業機器事業及

び新規事業の３領域とし、それぞれにおいて、海外市場・新規市場の開拓に

注力し、特に、建設需要に依存することとなる建設向け製品にとどまらず、

非常用発電機をはじめとする非建設向け製品の開発・販売促進に努めること

により、需要創造型の経営への転換を図っております。そのため、引き続き、

新技術の研究から製品の開発に至るまで、積極的な研究開発を進めておりま

す。 

 また、収益性の高いグループ体制を構築するべく、生産体制及び国際的な

原料調達の更なる効率化を進めるとともに、国内・海外工場への合理化投資

を行っています。 



 

－  － 
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 さらに、当社グループは、柔軟な組織運営を行うと同時に、各役職員の権

限及び責任の所在を明確化することを通じて、当社グループ全体の組織運営

を活性化し、かつ、これと並行して当社グループの国際的な事業展開を支え

るに足る人材の育成を進めることにより、当社グループが新規市場に事業を

拡大していくための素地となる、活力ある企業風土を構築することを目指し

ております。 

 以上に加え、コーポレート・ガバナンスの取組みとして、各事業年度にお

ける取締役の責任を明確化し、経営環境の変化に迅速に対応できる機動的な

経営体制を確立することを目的として、取締役の任期を１年とし、また、事

業環境の変化への機動的対応等を図るべく執行役員制度を導入し、さらに、

当社取締役、監査役及び執行役員が出席する経営会議や当社グループ各社の

社長が出席するグループ経営会議を設置しております。 

 

(3) 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定

が支配されることを防止するための取組み 

 当社は、平成21年６月26日開催の第61回定時株主総会における株主の皆様

のご承認に基づき、企業価値・株主共同の利益を確保し、向上させることを

目的として、当社株式の大量取得行為に関する対応策（買収防衛策）（以下

「本プラン」といいます。）を導入しております。 

 本プランは、当社株式の大量取得行為が行われる場合に、株主の皆様が適

切な判断をするために必要・十分な情報と時間を確保するとともに、買付者

等（以下に定義されます。）との協議・交渉等の機会を確保すること等によ

り、当社の企業価値・株主共同の利益を確保し、向上させることを目的とし

ております。 

 本プランは、当社の株券等に対する買付若しくはこれに類似する行為又は

その提案（以下「買付等」といいます。）が行われる場合に、買付等を行う

者（以下「買付者等」といいます。）に対し事前に当該買付等に関する情報

提供を求める等、上記の目的を実現するために必要な手続を定めております。 

 買付者等が本プランにおいて定められた手続に従うことなく当社株券等の

買付等を行う場合、当社の企業価値・株主共同の利益に対する明白な侵害を

もたらすおそれがある場合等には、当社は、買付者等による権利行使は認め

られないとの行使条件及び当社が買付者等以外の者から当社株式と引換えに

新株予約権を取得できる旨の取得条項が付された新株予約権（以下「本新株

予約権」といいます。）を、その時点の当社を除く全ての株主に対して新株

予約権無償割当ての方法により割り当てます。 



 

－  － 
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 本プランに従って本新株予約権の無償割当てがなされ、その行使又は当社

による取得に伴って買付者等以外の株主の皆様に当社株式が交付された場合

には、買付者等の有する当社株式の議決権割合は、最大３分の１まで希釈化

される可能性があります。 

 

(4) 上記の各取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由 

 上記(2）に記載した各取組みは、上記基本方針に沿い、当社の株主共同の

利益に合致するものであり、当社の会社役員の地位の維持を目的とするもの

ではありません。 

 また、本プランは、上記(3）に記載のとおり、企業価値・株主共同の利益

を確保し、向上させることを目的として導入されたものであり、上記基本方

針に沿うものです。特に、本プランは、株主意思を重視するものであること、

その内容として合理的な客観的要件が設定されていること、独立性の高い社

外監査役及び社外の有識者によって構成される独立委員会を取締役会の諮問

機関として設置し、本プランの発動等の運用に関しては必ず独立委員会の判

断を経ることが必要とされていること、独立委員会は当社の費用で第三者専

門家の助言を得ることができるとされていること、有効期間が約３年と定め

られた上、株主総会又は取締役会により何時でも廃止できるとされているこ

となどにより、その公正性、客観性が担保されており、高度の合理性を有し、

企業価値・株主共同の利益に資するものであって、当社の会社役員の地位の

維持を目的とするものではありません。 

 

５．剰余金の配当等の決定に関する方針 

 当社は、製品競争力の維持・強化に向けた研究開発投資および設備投資を行

い、収益力の向上と財務体質の強化に努めながら、株主の皆様に対する利益の

還元を充実していくことが重要と認識し、業績や配当性向などを総合的に勘案

した成果配分を基本方針としております。 

 この基本方針のもと、当事業年度の期末配当金につきましては、１株につき、

７円とさせていただきました。その結果、すでに実施済みの中間配当金１株当

たり６円と合わせまして、年間配当金は１株当たり13円となります。 

 なお、資本効率向上の観点から、当事業年度において取締役会の決議に基づ

き、288千株の自己株式を取得いたしました。 

 

 



 

－  － 
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 連 結 貸 借 対 照 表  
（平成23年３月31日現在） 

（単位 百万円） 
 科 目 金 額 科 目 金 額 

負 債 の 部  

流 動 負 債 9,999 

支払手形及び買掛金 7,648 

短 期 借 入 金 783 

未 払 法 人 税 等 274 

未 払 費 用 283 

賞 与 引 当 金 323 

役 員 賞 与 引 当 金 23 

製品保証等引当金 259 

そ の 他 403 

固 定 負 債 1,843 

長 期 未 払 金 97 

退 職 給 付 引 当 金 771 

繰 延 税 金 負 債 907 

そ の 他 65 

負 債 合 計 11,842 

純 資 産 の 部  

株 主 資 本 32,478 

資 本 金 1,954 

資 本 剰 余 金 1,754 

利 益 剰 余 金 30,555 

自 己 株 式 △ 1,786 

その他の包括利益累計額 86 

その他有価証
券評価差額金 

978 

繰延ヘッジ損益 11 

為替換算調整勘定 △  903 

少数株主持分 752 

資 産 の 部 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

受取手形及び売掛金 

有 価 証 券 

商 品 及 び 製 品 

仕 掛 品 

原材料及び貯蔵品 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有形固定資産 

建 物 及 び 構 築 物 

機械装置及び運搬具 

土 地 

建 設 仮 勘 定 

そ の 他 

無形固定資産 

借 地 権 

ソ フ ト ウ ェ ア 

そ の 他 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

長 期 性 預 金 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

29,489

7,791

13,579

1,000

3,498

495

2,073

503

588

△  41

15,670

9,020

3,152

243

4,593

872

158

385

297

85

3

6,264

5,488

500

93

192

△   9 純 資 産 合 計 33,317 

資 産 合 計 45,160 負債純資産合計 45,160 

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 



 

－  － 
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 連 結 損 益 計 算 書  
（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで） 

（単位 百万円） 
 科 目 金 額 

売 上 高 33,287 

売 上 原 価 25,674 

売 上 総 利 益 7,613 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 6,194 

営 業 利 益 1,418 

営 業 外 収 益  

受 取 利 息 53  

受 取 配 当 金 88  

経 営 指 導 料 22  

受 取 家 賃 89  

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 21  

そ の 他 69 345 

営 業 外 費 用  

支 払 利 息 14  

コ ミ ッ ト メ ン ト ラ イ ン 手 数 料 18  

為 替 差 損 21  

そ の 他 42 96 

経 常 利 益 1,667 

特 別 利 益  

投 資 有 価 証 券 売 却 益 12  

そ の 他 3 16 

特 別 損 失  

固 定 資 産 処 分 損 5  

工 場 統 合 費 用 37  

そ の 他 4 47 

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,636 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 426  

法 人 税 等 調 整 額 150 576 

少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 利 益 1,060 

少 数 株 主 利 益 （ 控 除 ） 97 

当 期 純 利 益 962 

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 



 

－  － 
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 連結株主資本等変動計算書  
（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで） 

（単位 百万円） 

 株 主 資 本 
 

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計 

平成22年３月31日 残高 1,954 1,754 29,869 △1,591 31,986 

連結会計年度中の変動額   

剰 余 金 の 配 当  △  257 △  257 

連 結 範 囲 の 変 動  △  18 △  18 

当 期 純 利 益  962 962 

自 己 株 式 の 取 得  △ 195 △  195 

自 己 株 式 の 売 却  0 0 

株主資本以外の項目の連結会計
年 度 中 の 変 動 額 （ 純 額 ）   

連結会計年度中の変動額合計 － － 686 △ 195 491 

平成23年３月31日 残高 1,954 1,754 30,555 △1,786 32,478 

 

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 

 
その他有価証券
評 価 差 額 金

繰延ヘッジ損益
為替換算
調整勘定

そ の 他 の 包 括
利益累計額合計

少数株主持分 純資産合計 

平成22年３月31日 残高 816 22 △  460 378 721 33,087 

連結会計年度中の変動額  

剰 余 金 の 配 当 △  257 

連 結 範 囲 の 変 動 △  18 

当 期 純 利 益 962 

自 己 株 式 の 取 得 △  195 

自 己 株 式 の 売 却 0 

株主資本以外の項目の連結会計
年 度 中 の 変 動 額 （ 純 額 ） 162 △  11 △  442 △  291 30 △  260 

連結会計年度中の変動額合計 162 △  11 △  442 △  291 30 230 

平成23年３月31日 残高 978 11 △  903 86 752 33,317 

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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 連 結 注 記 表  
 

連結計算書類作成のための基本となる重要な事項 
１．連結の範囲に関する事項 

連結子会社の数         ９社 
主要な連結子会社の名称 

（国内）デンヨー興産株式会社 
西日本発電機株式会社 

（海外）デンヨー アメリカ コーポレーション 
デンヨー マニュファクチュアリング コーポレーション 
デンヨー アジア PTE.LTD. 
デンヨー ユナイテッド マシナリー PTE.LTD． 
デンヨー ヨーロッパ B.V. 
デンヨー ベトナム CO.,LTD. 

デンヨー ベトナム CO.,LTD.については、重要性が増したため当連結会計年度末より連結の範囲に
含めております。 

２．持分法の適用に関する事項 
持分法適用の関連会社数     １社 
持分法適用の関連会社の名称 （国内）新日本建販株式会社 
P.T.デイン プリマ ジェネレーターについては、当期純損益のうち持分に見合う額及び利益剰余金
等のうち持分に見合う額がいずれも連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても
重要性がないため持分法の適用から除外しております。 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 
在外連結子会社デンヨー アメリカ コーポレーション他６社の決算日は12月31日であり、連結計算
書類の作成に当たっては、同日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引に
ついては、連結上必要な調整を行っております。その他の連結子会社の事業年度の末日は、連結決
算日と一致しております。 

４．会計処理基準に関する事項 
(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 
① 有価証券 

その他有価証券 
時価のあるもの………連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用
しております。 

時価のないもの………移動平均法による原価法を採用しております。 
② デリバティブ…………………時価法 
③ たな卸資産……………………製品・仕掛品は主として先入先出法による原価法、原材料は主と

して移動平均法による原価法を採用しております。（貸借対照表
価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定） 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 
① 有 形 固 定 資 産……当社及び国内連結子会社は、定率法を採用しております。但し、平成10 

（リース資産を除く） 年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く。）については定額法
を採用しております。なお、在外連結子会社は、定額法を採用しており
ます。 
主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建 物 及 び 構 築 物    ７年～47年 
機械装置及び運搬具    ４年～11年 

② 無 形 固 定 資 産……定額法を採用しております。 
（リース資産を除く） 

③ リ ー ス 資 産……所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しており
ます。 
なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始
日が平成20年３月31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引
に係る方法に準じた会計処理によっております。 
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(23) ／ 2011/05/30 16:15 (2011/05/23 17:27) ／ wk_10726768_02_osxデンヨー様_招集_連結貸借対照表_P.doc 

23

(3) 重要な引当金の計上基準 
① 貸 倒 引 当 金……債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を計上しております。 

② 賞 与 引 当 金……当社及び国内連結子会社は、従業員の賞与の支給に充てるため、支給見
込額に基づき計上しております。 

③ 役員賞与引当金……当社及び国内連結子会社は、役員の賞与の支給に充てるため、支給見込
額に基づき計上しております。 

④ 製品保証等引当金……当社及び国内連結子会社は、製品のアフターサービスに対する費用支出
に充てるため、過去の実績を基礎として保証期間内のサービス費用見込
額を計上しております。 

⑤ 退職給付引当金……当社及び国内連結子会社は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会
計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上して
おります。 
過去勤務債務は、発生した年度に一括償却しております。 
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残
存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により按分した額を
それぞれ発生年度から費用処理しております。 

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として
処理しております。 
なお、在外連結子会社の資産及び負債は、当該在外連結子会社の決算日の直物為替相場により円
貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における
少数株主持分及び為替換算調整勘定に含めております。 

(5) 重要なヘッジ会計の方法 
① ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。 
② ヘッジ手段とヘッジ対象 

（ヘッジ手段）      （ヘッジ対象） 
コモディティ・スワップ  原材料（銅） 

③ ヘッジ方針 
社内規程に基づき、原材料（銅）の価格変動リスクを回避することを目的として、コモディ
ティ・スワップ取引を利用しております。なお、当該規程にてデリバティブ取引の限度額を実
需の範囲内で行うこととし、投機目的によるデリバティブ取引は行わない方針としております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 
コモディティ・スワップについては、ヘッジ対象の時価変動額とヘッジ手段の時価変動額を比
較し、有効性の判定を行っております。 

(6) その他連結計算書類作成のための重要な事項 
消費税等の会計処理……税抜方式を採用しております。 

(7) 重要な会計方針の変更 
（資産除去債務に関する会計基準） 

当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月
31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成
20年３月31日）を適用しております。なお、これによる営業利益、経常利益及び税金等調整前当
期純利益に与える影響はありません。 

(8) 表示方法の変更 
（連結損益計算書） 
「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）の適用に伴い、
当連結会計年度では、「少数株主損益調整前当期純利益」の科目で表示しております。 

（包括利益の表示に関する会計基準） 
「包括利益の表示に関する会計基準」（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）の適用に伴い、
当連結会計年度より連結貸借対照表および連結株主資本等変動計算書における「評価・換算差額
等」は「その他の包括利益累計額」として表示する方法に変更しております。 

(9) 追加情報 
当社は、平成22年８月10日開催の取締役会において、従業員の新しい福利厚生サービスとして自
社の株式を給付し、株価及び業績向上への従業員の意欲や士気を高めることを目的として、「株
式給付信託（J-ESOP）を導入することを決議いたしました。 
この導入に伴い、平成22年９月１日付で資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が当社
株式800,000株を取得しております。 
当該株式給付信託に関する会計処理については、経済的実態を重視する観点から、当社と信託Ｅ
口は一体であるとする会計処理をしており、信託Ｅ口が所有する当社株式や信託Ｅ口の資産及び
負債並びに費用及び収益については連結貸借対照表、連結損益計算書及び連結株主資本等変動計
算書に含めて計上しております。 
このため、自己株式数については、信託Ｅ口が所有する当社株式を自己株式数に含めて記載して
おります。 
なお、平成23年３月31日現在において信託Ｅ口が所有する自己株式数は799,900株であります。 



 

－  － 
 

 

 

 

 

 

(24) ／ 2011/05/30 16:15 (2011/05/23 17:27) ／ wk_10726768_02_osxデンヨー様_招集_連結貸借対照表_P.doc 

24

連結貸借対照表に関する注記 

１．有形固定資産の減価償却累計額 7,106百万円 

２．当社は、資金調達の機動性及び安定性を高められることから、取引銀行３行との間でコミットメン

トライン契約を締結しております。当連結会計年度末におけるコミットメントライン契約に係る借

入金未実行残高等は以下のとおりであります。 
 コミットメントラインの総額 3,000百万円  

 借入実行残高 －百万円  

 差引額 3,000百万円  

 

連結株主資本等変動計算書に関する注記 

(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 前連結会計年度末 
株 式 数(千株) 

当連結会計年度
増加株式数(千株)

当連結会計年度
減少株式数(千株)

当連結会計年度末 
株 式 数(千株) 

普 通 株 式 25,359 － － 25,359 

(2) 剰余金の配当に関する事項 

① 配当金支払額等 

（決 議） 株式の種類 配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基 準 日 効 力 発 生 日 

平成22年５月24日
取 締 役 会

普 通 株 式 116 5 平成22年３月31日 平成22年６月８日 

平成22年11月11日
取 締 役 会

普 通 株 式 140 6 平成22年９月30日 平成22年12月10日 

（注）平成22年11月11日開催の取締役会決議における「配当金の総額」には、資産管理サービス信託

銀行株式会社（信託Ｅ口）が基準日現在に所有する当社株式800,000株に対する配当金４百万円

を含めておりません。 

 

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

（決 議 予 定） 株式の種類 配当金の総額
（百万円） 

配当の原資 １株当たり配当額
（円）

基 準 日 効 力 発 生 日 

平成23年５月24日
取 締 役 会 普通株式 161 利益剰余金 7 平成23年３月31日 平成23年６月８日 

（注）「配当金の総額」には、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が、基準日現在に所

有する当社株式799,900株に対する配当金５百万円を含めておりません。 

 

金融商品に関する注記 

(1) 金融商品の状況に関する事項 

当社グループは、資金運用については主に短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入

により資金を調達しております。受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、決定承認権限

規程の与信限度設定事務手続要領によりリスクの低減を図っております。 

また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については毎月時価の把握を行っています。 

支払手形及び買掛金は、そのほとんどが６ヶ月以内の支払期日であります。 

借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であります。また、原材料

（銅）の価格変動リスクにはコモディティ・スワップ取引をヘッジ手段として利用しており、将

来の外貨建ての貸付及び債権の回収に係る為替変動リスクには先物為替予約を利用しております。 

なお、デリバティブ取引は金融デリバティブリスク管理規程に従い、実需の範囲で行うこととし

ております。 



 

－  － 
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(2) 金融商品の時価等に関する事項 

平成23年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとお

りであります。 

   （単位 百万円） 

 連結貸借対照表計上額（＊１） 時価（＊１） 差額 

(1）現金及び預金 7,791 7,791 － 

(2）受取手形及び売掛金 
貸倒引当金（＊２） 

13,579
△  41

 

 13,538 13,538 － 

(3）有価証券及び投資有価証券
その他有価証券 4,767 4,767

 
－ 

(4）長期性預金 500 504 4 

(5）支払手形及び買掛金 (  7,648) ( 7,648) － 

(6）短期借入金 (   776) (  776) － 

(7）長期借入金 (    7) (   7) 0 

(8）デリバティブ取引 21 21 － 

（＊１）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。 

（＊２）受取手形及び売掛金については、一般債権の貸倒引当金を控除しております。 

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

(1）現金及び預金、並びに(2）受取手形及び売掛金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。 

(3）有価証券及び投資有価証券 

これらの時価について、譲渡性預金については短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に

ほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。また、上場株式は取引所の価格に

よっております。 

(4）長期性預金 

長期性預金については、元利金の合計額を新規に同様の預金を行った場合に想定される預金

金利で割り引いて算定する方法等によっております。 

(5）支払手形及び買掛金、並びに(6）短期借入金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。 

(7）長期借入金（１年以内返済予定の長期借入金を含めております。） 

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される

利率で割り引いて算定する方法によっております。 

(8）デリバティブ取引 

コモデティ・スワップ及び先物為替予約については、取引先金融機関から提示された価格に

よっております。 

（注２）① 非上場株式（連結貸借対照表計上額1,143百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッ

シュ・フローを見積もることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認めら

れるため、「(3）有価証券及び投資有価証券 その他有価証券」には含めておりません。 

② 関係会社株式（連結貸借対照表計上額577百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッ

シュ・フローを見積もることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認めら

れるため、「(3）有価証券及び投資有価証券 その他有価証券」には含めておりません。 



 

－  － 
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１株当たり情報に関する注記 

１．１株当たり純資産額 1,412円47銭 

２．１株当たり当期純利益 41円35銭 

 

重要な後発事象に関する注記 

 該当事項はありません。 

 

その他の注記 

 該当事項はありません。 

 



 

－  － 
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 貸 借 対 照 表  
（平成23年３月31日現在） 

（単位 百万円） 
 科 目 金 額 科 目 金 額 

負 債 の 部  

流 動 負 債 7,298 

支 払 手 形 1,672 

買 掛 金 4,619 

未 払 金 150 

未 払 法 人 税 等 44 

未 払 事 業 所 税 8 

未 払 費 用 171 

預 り 金 130 

賞 与 引 当 金 252 

役 員 賞 与 引 当 金 23 

製品保証等引当金 221 

そ の 他 2 

固 定 負 債 1,671 

長 期 未 払 金 97 

預 り 保 証 金 53 

退 職 給 付 引 当 金 615 

繰 延 税 金 負 債 905 

負 債 合 計 8,970 

純 資 産 の 部  

株 主 資 本 27,549 

資 本 金 1,954 

資 本 剰 余 金 1,754 

資 本 準 備 金 1,754 

利 益 剰 余 金 25,593 

利 益 準 備 金 488 

その他利益剰余金 25,105 

圧縮記帳積立金 472 

別 途 積 立 金 19,609 

繰越利益剰余金 5,024 

自 己 株 式 △ 1,753 

評価・換算差額等 988 

その他有価証券
評 価 差 額 金 

977 

繰延ヘッジ損益 11 

資 産 の 部 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

受 取 手 形 

売 掛 金 

有 価 証 券 

商 品 及 び 製 品 

仕 掛 品 

原材料及び貯蔵品 

前 払 費 用 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有形固定資産 

建 物 

構 築 物 

機 械 装 置 

車 両 運 搬 具 

工 具 器 具 備 品 

土 地 

建 設 仮 勘 定 

無形固定資産 

借 地 権 

ソ フ ト ウ ェ ア 

そ の 他 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

関 係 会 社 株 式 

長 期 貸 付 金 

長 期 性 預 金 

差 入 保 証 金 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

21,426

4,002

3,340

7,813

1,000

2,510

254

994

26

405

1,112

△  33

16,082

7,416

2,749

49

172

3

54

4,380

6

120

45

73

1

8,545

4,840

2,783

313

500

71

47

△  10 純 資 産 合 計 28,538 

資 産 合 計 37,508 負債純資産合計 37,508 

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 



 

－  － 
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 損 益 計 算 書  
（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで） 

（単位 百万円） 
 科 目 金 額 

売 上 高 24,323 

売 上 原 価 19,320 

売 上 総 利 益 5,002 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,867 

営 業 利 益 134 

営 業 外 収 益  

受 取 利 息 38  

受 取 配 当 金 328  

経 営 指 導 料 79  

受 取 家 賃 92  

そ の 他 135 674 

営 業 外 費 用  

支 払 利 息 9  

コ ミ ッ ト メ ン ト ラ イ ン 手 数 料 18  

為 替 差 損 51  

そ の 他 29 109 

経 常 利 益 699 

特 別 利 益  

投 資 有 価 証 券 売 却 益 12  

そ の 他 0 13 

特 別 損 失  

投 資 有 価 証 券 評 価 損 4  

工 場 統 合 費 用 37  

そ の 他 1 43 

税 引 前 当 期 純 利 益 669 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 9  

法 人 税 等 調 整 額 196  

過 年 度 法 人 税 等 △ 29 175 

当 期 純 利 益 493 

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 



 

－  － 
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 株主資本等変動計算書  
（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで） 

（単位 百万円） 
 

株 主 資 本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰余金 
 

資 本 金
資 本
準 備 金

利 益 
準 備 金 圧縮記帳

積 立 金
別 途
積 立 金

繰越利益
剰 余 金

利益剰余金
合   計

自己株式 
株主資本 
合  計 

平成22年３月31日残高 1,954 1,754 488 472 19,609 4,787 25,357 △1,558 27,508 

事業年度中の変動額    

剰余金の配当  △ 257 △  257  △  257 

当 期 純 利 益  493 493  493 

自己株式の取得  △ 195 △  195 

自己株式の売却  0 0 

株主資本以外の項
目の事業年度中の
変 動 額 （ 純 額 ）

   

事業年度中の変動額合計 － － － － － 236 236 △ 195 41 

平成23年３月31日残高 1,954 1,754 488 472 19,609 5,024 25,593 △1,753 27,549 

 
評 価 ・ 換 算 差 額 等 

 
そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計
純 資 産 合 計 

平成22年３月31日残高 815 22 837 28,346 

事業年度中の変動額  

剰余金の配当 △  257 

当 期 純 利 益 493 

自己株式の取得 △  195 

自己株式の売却 0 

株主資本以外の項
目の事業年度中の
変 動 額 （ 純 額 ）

162 △  11 150 150 

事業年度中の変動額合計 162 △  11 150 192 

平成23年３月31日残高 977 11 988 28,538 

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 



 

－  － 
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 個 別 注 記 表  
１．重要な会計方針 

(1) 資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式及び関連会社株式……移動平均法による原価法を採用しております。 

その他有価証券 

時価のあるもの……決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しております。 

時価のないもの……移動平均法による原価法を採用しております。 

② デリバティブの評価基準及び評価方法…時価法 

③ たな卸資産の評価基準及び評価方法……製品・仕掛品は主として先入先出法による原価法、原

材料は主として移動平均法による原価法を採用してお

ります。（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価

切下げの方法により算定） 

(2) 固定資産の減価償却の方法 
 ① 有 形 固 定 資 産…… 

（リース資産を除く） 

定率法を採用しております。但し、平成10年４月１日以降に取得した建

物（附属設備を除く。）については定額法を採用しております。 

主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物          ７年～47年 

機械装置        ７年 
 ② 無 形 固 定 資 産…… 

（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間（５年以内）に基づく定額法を採用して

おります。 

③ リ ー ス 資 産……所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法を採用しており

ます。 

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始

日が平成20年３月31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によっております。 

(3) 引当金の計上基準 

① 貸 倒 引 当 金……債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しております。 

② 賞 与 引 当 金……従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しておりま

す。 

③ 役員賞与引当金……役員の賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。 

④ 製品保証等引当金……製品のアフターサービスに対する費用支出に充てるため、過去の実績を

基礎として保証期間内のサービス費用見込額を計上しております。 

⑤ 退職給付引当金……従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計上しております。 

過去勤務債務は、発生した年度に一括償却しております。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により按分した額をそれ

ぞれ発生年度から費用処理しております。 

(4) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

しております。 



 

－  － 
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(5) ヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

（ヘッジ手段）      （ヘッジ対象） 

コモディティ・スワップ  原材料（銅） 

③ ヘッジ方針 

社内規程に基づき、原材料（銅）の価格変動リスクを回避することを目的として、コモディ

ティ・スワップ取引を利用しております。なお、当該規程にてデリバティブ取引の限度額を実

需の範囲内で行うこととし、投機目的によるデリバティブ取引は行わない方針としております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

コモディティ・スワップについては、ヘッジ対象の時価変動額とヘッジ手段の時価変動額を比

較し、有効性の判定を行っております。 

(6) 消費税等の会計処理…税抜方式を採用しております。 

(7) 会計方針の変更 

（資産除去債務に関する会計基準）の適用 

当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31

日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20

年３月31日）を適用しております。なお、これによる営業利益、経常利益及び税引前当期純利益

に与える影響はありません。 

(8) 追加情報 

当社は、平成22年８月10日開催の取締役会において、従業員の新しい福利厚生サービスとして自

社の株式を給付し、株価及び業績向上への従業員の意欲や士気を高めることを目的として、「株

式給付信託（J-ESOP）を導入することを決議いたしました。 

この導入に伴い、平成22年９月１日付で資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が当社

株式800,000株を取得しております。 

当該株式給付信託に関する会計処理については、経済的実態を重視する観点から、当社と信託Ｅ

口は一体であるとする会計処理をしており、信託Ｅ口が所有する当社株式や信託Ｅ口の資産及び

負債並びに費用及び収益については貸借対照表、損益計算書、及び株主資本等変動計算書に含め

て計上しております。 

このため、自己株式数については、信託Ｅ口が所有する当社株式を自己株式数に含めて記載して

おります。 

なお、平成23年３月31日現在において信託Ｅ口が所有する自己株式数は799,900株であります。 

 

２．貸借対照表に関する注記 

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 5,689百万円 

(2) 関係会社に対する短期金銭債権 4,969百万円 

関係会社に対する長期金銭債権 283百万円 

関係会社に対する短期金銭債務 381百万円 

(3) 役員に対する金銭債務 101百万円 

役員に対する金銭債務は、将来の退任時に支給する退職慰労金に係る債務であります。 

(4) 当社は、資金調達の機動性及び安定性を高められることから、取引銀行３行との間でコミットメ

ントライン契約を締結しております。当期末におけるコミットメントライン契約に係る借入金未

実行残高等は以下のとおりであります。 
 コミットメントラインの総額 3,000百万円  

 借入実行残高 －百万円  

 差引額 3,000百万円  

 



 

－  － 
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３．損益計算書に関する注記 

関係会社との取引高 

売 上 高 7,970百万円 

仕 入 高 1,267百万円 

その他の営業取引高 33百万円 

営業取引以外の取引高 434百万円 

 

４．株主資本等変動計算書に関する注記 

 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 前 事 業 年 度 末 
株 式 数(千株) 

当 事 業 年 度
増加株式数(千株)

当 事 業 年 度
減少株式数(千株)

当 事 業 年 度 末 
株 式 数(千株) 

普 通 株 式 （注） 1,967 288 0 2,255 

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加288千株は、取締役会決議による取得288千株及び単元

未満株式の買取り587株による増加であります。 

２．普通株式の自己株式の減少100株は、売却による減少であります。 

３．当事業年度末に資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が所有する当社株式799千

株を自己株式数に含めております。 

 

５．税効果会計に関する注記 

 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
 繰延税金資産  

 賞与引当金 101百万円  

 製品保証等引当金 90百万円  

 長期未払金 38百万円  

 退職給付引当金 235百万円  

 税務上の繰越欠損金 68百万円  

 関係会社株式評価損 100百万円  

 その他 261百万円  

 繰延税金資産小計 895百万円  

 評価性引当額 △ 208百万円  

 繰延税金資産合計 687百万円  

 
 繰延税金負債  

 圧縮記帳積立金 △ 558百万円  

 その他有価証券評価差額金 △ 621百万円  

 その他 △  7百万円  

 繰延税金負債合計 △1,187百万円  

 繰延税金資産の純額 △ 499百万円  

 

６．リースにより使用する固定資産に関する注記 

(1) 当事業年度の末日におけるリース物件の取得価額相当額 440百万円 

(2) 当事業年度の末日におけるリース物件の減価償却累計額相当額 297百万円 

(3) 当事業年度の末日におけるリース物件の未経過リース料相当額 143百万円 

 



 

－  － 
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７．関連当事者との取引に関する注記 

 子会社等 

種 類 会社等の名称
議決権等の所
有（被所有）
割合（％） 

関連当事者との関係 取引の内容
取 引 金 額
（百万円）

科 目
期 末 残 高 
（百万円） 

子 会 社 
デンヨー アメリカ
コーポレーション

（所有） 
直接 100.0

部 品 の 販 売 部品の販売 2,049 売 掛 金 753 

子 会 社 
デンヨー ユナイテッド
マシナリー PTE．LTD．

（所有） 
間接  76.0

製品の販売及び
リース・レンタル

製品の販売 1,949 売 掛 金 812 

（所有） 
直接  15.7

売 掛 金 1,027 

関連会社 
新日本建販㈱

(注)３ 
（被所有） 
直接  1.2

製品の販売及び
リース・レンタル

製品の販売 2,555

受 取 手 形 1,106 

関連会社 
P.T.デイン プリマ

ジェネレーター 
（所有） 
間接  49.0

部 品 の 販 売 部品の販売 741 売 掛 金 497 

（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含

まれております。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

 製品及び部品の販売につきましては、一般的取引条件と同様に決定しております。 

３．持分は百分の二十未満でありますが、実質的な影響力を持っているため関連会社としたも

のであります。 

 

８．１株当たり情報に関する注記 

(1) １株当たり純資産額 1,235円20銭 

(2) １株当たり当期純利益 21円16銭 

 

９．重要な後発事象に関する注記 

 該当事項はありません。 

 

10．その他の注記 

 該当事項はありません。 

 



 

－  － 
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連結計算書類に係る会計監査報告 

 独立監査人の監査報告書  

 平成23年５月18日  

 デ ン ヨ ー 株 式 会 社  

 取 締 役 会 御中  

 有限責任監査法人トーマツ  

 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 白 井  弘  

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 生 越 栄美子  

  

 

  当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、デンヨー株式会社の

平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の連結計算書

類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算

書及び連結注記表について監査を行った。この連結計算書類の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結計算書類に対する意見

を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に

準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な

虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査

は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法

並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書

類の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意

見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、デンヨー株式会社及び連結子会社か

ら成る企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべ

ての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 



 

－  － 
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計算書類に係る会計監査報告 

 独立監査人の監査報告書  

 平成23年５月18日  

 デ ン ヨ ー 株 式 会 社  

 取 締 役 会 御中  

 有限責任監査法人トーマツ  

 

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 白 井  弘  

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 生 越 栄美子  
  

 

  当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、デンヨー株式

会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの第63期事業年度の計算

書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別

注記表並びにその附属明細書について監査を行った。この計算書類及びその

附属明細書の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に

準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属

明細書に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求め

ている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及び

その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体として

の計算書類及びその附属明細書の表示を検討することを含んでいる。当監査

法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。 

 当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一

般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びそ

の附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 



 

－  － 
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監査役会の監査報告 

  監 査 報 告 書   

  当監査役会は、平成22年４月１日から平成23年３月31日までの第63期事業

年度の取締役の職務の執行に関して各監査役が作成した監査報告書に基づ

き、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。 

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容 
 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実

施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人から

その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし
た。 

 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査基準に準拠し、監査の方針、

職務の分担等に従い、取締役、監査室、その他の使用人等と意思疎通を図
り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに取締役会その他重

要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について

報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社
及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。ま

た、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための

体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社
法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役

会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システ

ム）の状況を監視及び検証いたしました。事業報告に記載されている会社
法施行規則第118条第３号イの基本方針及び同号ロの各取組みについて

は、取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容について検

討を加えました。子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思
疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けま

した。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明

細書について検討いたしました。 
 さらに、会計監査人が独立の立揚を保持し、かつ、適正な監査を実施し

ているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状

況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査
人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社

計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」

（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を
受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年

度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び

個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、
連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検

討いたしました。 

 



 

－  － 
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 ２．監査の結果 

(1) 事業報告等の監査結果 

一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況
を正しく示しているものと認めます。 

二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違

反する重大な事実は認められません。 
三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め

ます。また、当該内部統制システムに関する取締役の職務の執行に

ついても、指摘すべき事項は認められません。 
四 事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配

する者の在り方に関する基本方針については、指摘すべき事項は認

められません。事業報告に記載されている会社法施行規則第118条
第３号ロの各取組みは、当該基本方針に沿ったものであり、当社の

株主共同の利益を損なうものではなく、かつ、当社の会社役員の地

位の維持を目的とするものではないと認めます。 
(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果 

 会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当で

あると認めます。 
(3) 連結計算書類の監査結果 

 会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当で

あると認めます。 

 

 平成23年５月24日  

 デンヨー株式会社 監査役会  

 

常勤監査役 日 野 喜 雄  

常勤監査役 水 野 康 正  

監 査 役 麻 﨑 秀 人  

監 査 役 地 田 良 彦  
  

 

 
（注）監査役麻﨑秀人及び監査役地田良彦は、会社法第２条第16号及び第335条第３

項に定める社外監査役であります。 

 

 

以 上 



 

－  － 
 

 

 

 

 

 

(38) ／ 2011/05/30 16:16 (2011/05/23 18:22) ／ wk_10726768_05_osxデンヨー様_招集_参考書類_P.doc 

38

株主総会参考書類 

 

第１号議案 取締役７名選任の件 

 本定時株主総会終結の時をもって取締役全員（７名）が任期満了となりま

すので、改めて取締役７名の選任をお願いするものであります。 

 取締役候補者は、次のとおりであります。 

候補者 

番 号 

氏   名 

（生年月日） 

略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び 

重 要 な 兼 職 の 状 況 

所有する当 

社株式の数 

    

１ 

久
く

保
ぼ

山
やま

 英
ひで

明
あき

 

昭  和 

27年７月 

10 日 生 

昭和50年４月 当社入社 

昭和60年４月 当社商品企画室長 

昭和60年６月 当社取締役商品企画室長

平成元年６月 当社常務取締役事業本部

業務部長 

平成６年６月 当社専務取締役経営企画

本部長兼品質保証部長 

平成９年４月 当社専務取締役生産本部

副本部長 

平成12年６月 当社専務取締役経営企画

室長 

平成14年６月 当社代表取締役社長 

平成22年４月 当社代表取締役会長 

兼ＣＥＯ 

現在に至る 

190,939株 

    

２ 

古
こ

賀
が

 繁
しげる

 

昭  和 

22年９月 

21 日 生 

昭和46年４月 株式会社第一銀行入行 

平成７年４月 株式会社第一勧業銀行 

日野支店長 

平成８年８月 同行 バンコク支店長 

平成13年10月 当社関連事業室長 

平成14年６月 当社取締役経営企画室長

平成15年４月 当社取締役管理部関連事

業担当部長 

平成16年４月 当社取締役管理部財務担

当部長 

平成19年４月 当社取締役管理部長兼管

理部関連事業担当部長兼

内部統制統括 

平成20年４月 当社常務取締役管理部門

長兼内部統制統括 

平成21年７月 当社取締役常務執行役員

管理部門長兼社長補佐 

平成22年４月 当社代表取締役社長 

現在に至る 

32,300株 



 

－  － 
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候補者 

番 号 

氏   名 

（生年月日） 

略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び 

重 要 な 兼 職 の 状 況 

所有する当 

社株式の数 

    

３ 

増
ます

井
い

 亨
とおる

 

昭  和 

28年２月 

20 日 生 

昭和50年４月 当社入社 

平成15年５月 当社技術部汎用技術担当

部長 

平成18年４月 当社執行役員技術部汎用

技術担当部長 

平成20年４月 当社執行役員生産部門生

産管理部長 

平成21年６月 当社取締役生産管理部長

平成21年７月 当社取締役常務執行役員

生産部門長兼グループ事

業戦略室長 

平成23年４月 当社取締役常務執行役員

グループ事業戦略室長兼

生産部門兼開発部門管掌

現在に至る 

13,600株 

    

４ 

原
はら

田
だ

 誠
まこと

 

昭  和 

27年４月 

１ 日 生 

昭和53年８月 当社入社 

平成12年10月 デンヨー興産株式会社 

産業機器部東日本ブロッ

ク長 

平成16年４月 同社執行役員産業機器部

長 

平成18年６月 同社取締役産業機器部長

平成21年６月 同社取締役産業機器部長

兼当社取締役 

平成21年７月 当社取締役執行役員国内

営業部門副部門長兼営業

企画部長 

平成23年４月 当社取締役常務執行役員

国内営業部門兼国際営業

部門兼営業企画部管掌 

現在に至る 

13,500株 



 

－  － 
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候補者 

番 号 

氏   名 

（生年月日） 

略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び 

重 要 な 兼 職 の 状 況 

所有する当 

社株式の数 

    

５ 

長
は

谷
せ

川
がわ

 謙
けん

治
じ

 

昭  和 

28年６月 

１ 日 生 

昭和53年４月 当社入社 

平成14年４月 当社営業部第三営業担当

部長 

平成17年４月 当社執行役員営業部第三

営業担当部長 

平成18年６月 当社取締役営業部長兼営

業部第三営業担当部長 

平成20年４月 当社取締役開発企画部門

長 

平成21年７月 当社取締役執行役員開発

企画室長 

平成22年４月 当社取締役執行役員開発

部門長兼開発企画室長 

現在に至る 

21,100株 

    

６ 

辻
つじ

 好
よし

雄
お

 

昭  和 

22年９月 

25 日 生 

昭和45年４月 当社入社 

平成８年４月 当社管理本部総務部長 

平成11年４月 当社経営企画室経営企画

担当部長 

平成12年４月 当社執行役員管理部総務

担当部長 

平成17年６月 当社常勤監査役 

平成22年６月 当社取締役執行役員監査

室長兼内部統制担当 

現在に至る 

23,800株 

    

７ 

＊ 

白
しら

鳥
とり

 昌
しょう

一
いち

 

昭  和 

31年５月 

26 日 生 

 

昭和55年４月 当社入社 

平成20年４月 当社執行役員経営企画部

長 

平成21年７月 当社執行役員管理部門副

部門長兼経営企画部長 

平成23年４月 当社執行役員管理部門長

現在に至る 

8,891株 

（注）１．＊印は、新任の取締役候補者であります。 

２．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。 

 



 

－  － 
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第２号議案 監査役３名選任の件 

 本定時株主総会終結の時をもって監査役日野喜雄、麻﨑秀人、地田良彦の

３氏が任期満了となりますので、改めて監査役３名の選任をお願いするもの

であります。 

 なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。 

 監査役候補者は、次のとおりであります。 

候補者 

番 号 

氏   名 

（生年月日） 

略 歴 、 地 位 及 び 

重 要 な 兼 職 の 状 況 

所有する当 

社株式の数 

    

１ 

＊ 

吉
よし

田
だ

 英
ひで

夫
お

 

昭  和 

27年３月 

21 日 生 

 

昭和47年４月 当社入社 

平成18年４月 当社執行役員管理部財務

担当部長 

平成19年６月 当社取締役管理部財務担

当部長 

平成21年７月 当社取締役執行役員監査

室長兼内部統制担当 

平成22年４月 当社取締役執行役員管理

部門長 

平成23年４月 当社取締役執行役員社長

補佐 

現在に至る 

16,500株 

    

２ 

麻
ま

﨑
さき

 秀
ひで

人
と

 

昭  和 

26年３月 

25 日 生 

昭和48年４月 第一生命保険相互会社入

社 

平成13年７月 同社取締役投資本部長 

平成15年４月 同社常務取締役 

平成15年６月 当社社外監査役（現任）

平成16年７月 同社常務執行役員 

平成18年７月 同社取締役常務執行役員

平成19年４月 同社取締役専務執行役員

平成20年４月 同社代表取締役専務執行

役員 

平成22年４月 第一生命保険株式会社代

表取締役副社長執行役員

現在に至る 

０株 

    

３ 

地
ち

田
だ

 良
よし

彦
ひこ

 

昭  和 

22年９月 

13 日 生 

昭和52年４月 弁護士登録 

小池金市法律事務所入所

昭和61年４月 地田法律事務所開設 

平成19年６月 当社社外監査役（現任）

現在に至る 

０株 

（注）１．＊印は、新任の監査役候補者であります。 



 

－  － 
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２．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。 

３．麻﨑秀人氏および地田良彦氏は、社外監査役候補者であります。 

４．監査役候補者麻﨑秀人氏は第一生命保険株式会社の代表取締役副社長執行役員

であり、当社と同社との間には保険業務の取引関係があります。 

５．(1) 麻﨑秀人氏を社外監査役候補者とした理由は、現在社外監査役であり、そ

の経験をもとに取締役会に有益な助言をいただくとともに、職務執行等の

適法性について中立的な監査をしていただくため、社外監査役として選任

をお願いするものであります。 

(2) 地田良彦氏を社外監査役候補者とした理由は、現在社外監査役であり、弁

護士としての専門的見地と幅広い見識に鑑み、その職務を適切に遂行いた

だけるものと判断し、社外監査役として選任をお願いするものであります。 

 なお、同氏がこれまで当社の顧問弁護士であったことはありません。 

６．地田良彦氏は、直接企業経営に関与した経験はありませんが、上記５．(2)の

とおり、社外監査役としての職務を適切に遂行することができると判断してお

ります。 

７．麻﨑秀人氏および地田良彦氏は、現在、当社の社外監査役でありますが、社外

監査役としての在任期間は、本定時株主総会終結の時をもって麻﨑秀人氏が８

年、地田良彦氏が４年となります。 

８．当社は、麻﨑秀人氏および地田良彦氏との間で会社法427条第１項の規定に基

づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。

当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める最

低責任限度額を限度としております。麻﨑秀人氏および地田良彦氏が再任され

た場合には、両氏との間で当該契約を継続する予定であります。 

９．当社は、地田良彦氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出て

おります。同氏が再任された場合は、当社は引き続き同氏を独立役員とする予

定であります。 

 

以 上 
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電話 03（3388）1151（大代表） 

ＪＲ中野駅北口より徒歩約２分 
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